
4 年度実績に関する施策・基本事業評価表 （兼 主要な施策の成果報告書補足資料）

単位

本 20 (20) 18 (18)

本 15 (15) 14 (14)

本 3 (3) 2 (2)

本 2 (2) 2 (2)

本

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費） 35,699

参　　考
１時間あたりの平均人件費 3,923 3,876

魚津市の人口（各年度12月末時点） 40,477 39,919

27,194 21,699

市民１人あたりにおける施策の

基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

　同　　上
円

Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ） 1,100,738 866,194

9,100 6,600

行　　政
・事業所の経営基盤強化のための環境を整備します。
・新規創業や新分野産業の支援に取り組みます。
・企業立地やサテライトオフィス設置を計画している事業者へ助成制度等の情報を提供します。

市　　民
・

事 業 所

・事業主は、従業員のスキルアップに積極的に取り組みます。
・イベントへの参画など、商店街の賑わい創出に協力します。
・地元の商店等の利用に努めます。

4,850 9,582

基本事業①を構成する事務事業の決算額小計 931,657 661,544

基本事業②

基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計） 1,065,039

25,582

Ｄ．事務事業に要する年間総時間

令和

まちづくり目標 輝くまち 政策名 新たな価値と活力を創出するまちづくり

施 策 № 26 施 策 名 工業・商業の振興

基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

840,612

基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

３年度実績 ４年度実績 ５年度実績

魅力ある仕事づくりの支援

区　　分

企業立地の促進

施策の現状
及び課題

現　　状
・中小企業の経営安定化を目的に、経営相談窓口と併せ様々な補助制度や融資制度を設けています。
・新規創業を検討している人向けの相談窓口や補助制度があります。
・県と情報共有しながら、企業立地や既存企業の拡張に対応できる体制が整っています。

課　　題

・Society5.0と表現される社会変革が進む中、産業界においても産業構造の変化が想定されており、地域の事業者がそれらに対応する
ことや新分野産業の育成が求められています。
・中心商店街の空き店舗対策が停滞しており、活性化への取組を加速化させる必要があります。
・企業立地やサテライトオフィス設置を計画している事業者との情報交換の機会を増やす必要があります。

施策の
トータルコスト

主管課名 商工観光課

関係課名 企画政策課

１０年後の
目指す姿

　市内企業の経営基盤が強化され安定的に事業を継続し、また企業立地や新規創業が増加し産業が活性化しています。

目指す姿の実
現のための取組

(基本事業)

基本事業① 中小企業の経営基盤の強化

施策を進めるた
めの役割分担

６年度実績 ７年度実績

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④

128,532 169,486

基本事業③

８年度実績

基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計 29 20

効 率 性
指　　標

円 26,312 21,058

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

　同　　上
円 882 641
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1,037,500 2,462,500 Ａ 商工観光課

0

661,544,160 46,112,040合　　計 707,656,200

88，082 ―
90，00090，000 90，000

年間商品販売額 百万円

成果指標名 単位

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一般会計

一般会計

一般会計

一般会計

16,000,000

-

魚津産業フェア事業 10,000,000 10,000,000 0

156,000

商工観光課

一般会計

0

0

商工観光課

一般会計 運輸業燃料価格高騰対策支援事業 7,741,000 7,741,000 0 -

商工観光課

商工観光課

商工観光課

-

商工団体育成支援事業 4,255,000 4,041,000 214,000 Ｂ

 新型コロナウイルス感染症経済対策R3繰越事業（事業復活支援金） 61,650,000 48,900,000 12,750,000 - 商工観光課

-

0 Ｂ

一般会計 中小企業金融対策事業

ものづくり青年技能者全国大会等出場激励金

商工観光課

独立開業資金貸付事業

5,045,811 Ｂ

№ 会計名 事務事業名
令和4年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

商工観光課

一般会計 小口制度貸付事業 480,000,000 480,000,000 0 Ｂ 商工観光課

１次評価結果

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

-

商工観光課

一般会計

商工観光課

商工観光課

344,200 336,200

商工観光課

商工観光課

12,200,000 7,154,189

300,000 144,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

139，000

90，000

一般会計 商工一般管理費 2,995,000 2,848,606 146,394

一般会計 職業能力開発支援事業 400,000 135,800 264,200

一般会計

一般会計 産学官能力開発セミナー・富山県発明とくふう展等 8,000

16,000,000

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

137，866

令和元年度

137，206 126,621
96,778 R5.10公表予定

90，000

-

一般会計 中小企業活性化支援事業 3,500,000

製造品出荷額 百万円
137，735 138，000

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

74,273 －

137，471 137，603

12年度
（目標値）

７年度
（中間目標値）

90，000

基本事業名 ①中小企業の経営基盤の強化

基本事業の目的（意図）
中小企業の新たな取組や従業員のスキルアップを支援し、経営基盤強化を支援します。また、商工会議所と連携し、ニーズに合わせ
た相談体制や支援体制を構築します。

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

施 策 № 26 施 策 名 工業・商業の振興

【小口制度貸付事業】
・金融機関へ資金預託のうえ低利（一般小口年利1.8％、零細小口年利1.75％）貸付へのあっせんを行い、新規の利用状況は15件ありました。
【中小企業金融対策事業】
・県信用保証協会の保証料に対して35件（小口事業資金15件、富山県設備投資資金18件、新型コロナウイルス感染症関連融資2件）の助成を行いま
した。
【中小企業活性化支援事業】
・ビジネスフェア出展助成など中小企業活性化支援事業の助成実績は1件でした。
・魚津商工会議所と共同で開催している魚津産業フェア「○○(まるまる)魚津」は、海の駅蜃気楼会場を廃止し、ありそドーム会場1か所で市制70周年
記念事業として３年ぶりに開催しました。
・新型コロナウイルス感染症拡大により大きな影響を受けている市内中小企業及び個人事業主に対して、その影響を緩和し事業の継続及び立て直し
を支援するため、国や県の取組みと合わせて事業復活緊急支援金の給付を行いました（補助件数711件[R4：691件、R3：20件]、補助総額50,250千円
[R4：48,900千円、R３：1,350千円]※令和３年度繰越予算）。
・新型コロナウイルス感染症の拡大や物価高騰等の経済対策として、「UO！トク商品券(１冊１万円で１万２千円分の商品券)」を魚津商工会議所へ委
託し、２万冊を発行しました。
・燃料高騰の影響を受けた運輸業を営んでいる事業者を支援するため、市内の事業者18社へ計7,741千円の支援を行いました。
【産学官能力開発セミナー・富山県発明とくふう展（官学連携）】
・北陸職業能力開発大学校と連携して産学官能力開発セミナーを開催しました。富山県発明とくふう展が10月に開催され、本市も協力しました。
【ものづくり青年技能者全国大会等出場激励金】
・市内の青年技能者で県外の全国大会等出場者（５大会　計23名）に対して、激励金を支給しました。
【市内事業所巡回】
・魚津商工会議所と連携した事業所回りを６月に計26社に対し実施し、支援状況の説明や労働・雇用環境の意見交換等を行いました。
【産業観光推進事業】（施策22①、27①再掲）
・市内事業所の魅力を伝える産業観光ツアーについては、魚津商工会議所や観光協会等と連携しながら、８月、10月（○○うおづと同時開催）、３月
（観光協会主催）の計３回開催し、延べ80名の参加者と延べ14社の参加事業者がありました。
【電子地域通貨事業】
・新型コロナウイルス感染症の拡大や物価高騰等の影響により消費の落ち込んだ市内経済循環の活性化を図るため、電子地域通貨MiraPayを活用
し、ポイント還元キャンペーン(還元率最大30％　発行額22,352千円)の実施やボランティア参加者等への行政コイン付与(コイン発行額106,746千円）等
を行いました。

電子地域通貨事業 58,271,000 35,902,865 22,368,135 Ａ

UO!トク商品券発行事業 50,000,000 47,303,000 2,697,000 -

一般会計 産業観光推進事業(施策22①再掲） (148,800) (123,284) (25,516) Ａ
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基本事業の目的（意図）

0
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施 策 名 工業・商業の振興

基本事業名 ②魅力ある仕事づくりの支援

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

施 策 № 26

実績値

成果指標名

新規創業者数（年間） 者 11

単位

新規創業者を融資面や補助制度面で支援します。また、若年者にとって魅力ある産業が市内に立地するよう働きかけます。

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

【創業者支援事業】
・「40歳未満」や「女性」、「特定創業支援等事業の被支援者」に対する助成金の加算措置を行いながら、新規開業のために必要な店舗
の改装費用（８件　4,982千円）に対する助成若しくは開業奨励金（13件　1,600千円）を支給しました。
・新規創業における様々な課題の解決を目指すため、新規創業者の交流会や関係機関で意見交換等を行う創業支援事業者連絡会議
を開催しました。
【新分野産業育成事業】
・ゲームの開発や運営に興味を持つ人材の掘り起こしや人材育成・技術指導を目的とした「ＵＯＺＵゲームハッカソン」及び「UOZUゲー
ムジャム」等のゲーム関連イベントを８回開催し計298名の参加がありました。
・都市圏ゲーム関連企業を市内へ誘致することを目的とした取り組みとして、都内企業への営業やアニメ・ゲームサミット2023への出展
等の企業誘致活動をオンラインで行いました。

0

0

合　　計 10,700,000 9,582,000 1,118,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

№ 会計名 事務事業名
令和4年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円）

商工観光課

一般会計 魚津三太郎プロジェクト(施策３②再掲) (756,000) (27,500) (728,500) Ａ 企画政策課

一般会計

0

中小企業金融対策事業（施策26①再掲) (12,200,000) (7,154,189) (5,045,811) Ｂ

0

25

中小企業活性化支援事業（施策26①再掲) (3,500,000) (1,037,500) (2,462,500) Ａ

商工観光課

25 25 25 25 25

一般会計 独立開業資金貸付事業（施策26①再掲) (16,000,000) (16,000,000) 0 Ｂ 商工観光課

一般会計

商工観光課

一般会計 新分野産業育成事業 3,000,000 3,000,000 0 Ｂ 商工観光課

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

10

１次評価結果

一般会計 創業者支援事業 7,700,000 6,582,000 1,118,000 Ａ

基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度
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基本事業を構成する事務事業の実績（○：評価対象事業（総合計画の主な事業など）　-：評価対象外事業）

№ 会計名 事務事業名
令和4年度

担当課
予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 企業立地事業 169,857,000 166,287,288 3,569,712 Ａ 商工観光課

一般会計 企業誘致推進事業 6,864,000 3,198,216 3,665,784 Ａ

0

商工観光課

令和4年度における
主な事業内容（活動内容）

【企業立地事業】
・市外から立地した企業に対し、企業立地助成（２件）40,000千円、賃借料助成（１件）3,000千円、電気料助成（２件）3,246千円の助成を
行いました。
・東山企業用地に係る債務負担償還金の返済を行い、令和５年３月で完済になりました。（令和４年度償還額：120,041,288円）
【企業誘致推進事業」
・サテライトオフィスの設置に興味のある企業等の情報を得て、誘致に向けた面談等を行うため、アポイントメント獲得業務を実施しまし
た。（アポイント面談企業獲得20社　うち市内視察０社）
・富山県主催の企業立地セミナーや総務省主催のサテライトオフォスマッチングセミナーに出席しました。
・令和3年度にサテライトオフィスの新設があった1件についてサテライトオフィス設置促進事業助成金(運営に対する支援：281千円)を支
援しました。
・富山県と連携協力しながら東京に本社がある情報サービス産業の企業誘致を行い、令和４年11月に立地協定並びに包括連携協定を
締結しました。

成果指標名 単位

実績値 目標値（上段）及び実績値（下段）

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
７年度

（中間目標値）
12年度

（目標値）

新規立地・増設企業数（年間） 社 2 1
3 3 3 3 3

5
2 2

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施 策 № 26 施 策 名 工業・商業の振興

基本事業名 ③企業立地の促進

基本事業の目的（意図）
魚津市内の企業適地やサテライトオフィス情報を発信するとともに、各種補助制度や融資制度による支援を行い、企業立地を推進し
ます。



【①中小企業の経営基盤の強化】
＜中小企業活性化支援事業＞
◆ビジネスフェア出展等を助成する中小企業等活性化支援事業補助金の助成実績は1件でした。
◆魚津商工会議所と共同で開催している魚津産業フェア「○○(まるまる)魚津」は、海の駅蜃気楼会場を廃止し、ありそドーム会場1か所で市制70周年記
念事業として３年ぶりに開催しました。
◆新型コロナウイルス感染症拡大により、大きな影響を受けている市内中小企業及び個人事業主に対して、その影響を緩和し、事業の継続及び立て直
しを支援するため、国や県の取組みと合わせて、事業復活緊急支援金の給付を行いました（補助件数711件[R4：691件、R3：20件]、補助総額50,250千円
[R4：48,900千円、R３：1,350千円]※令和３年度繰越予算）。
◆新型コロナウイルス感染症の拡大や物価高騰等の経済対策として、「UO！トク商品券(１冊１万円で１万２千円分の商品券)」を魚津商工会議所へ委託
し、２万冊を発行しました。
◆燃料高騰の影響を受けた運輸業を営んでいる事業者を支援するため、市内の事業者18社へ計7,741千円の支援を行いました。
＜電子地域通貨事業＞
◆消費の落ち込んだ市内経済循環の活性化を図るため、電子地域通貨MiraPayを活用し、ポイント還元キャンペーン(還元率最大30％　発行額22,352千
円)の実施やボランティア参加者等への行政コイン付与(コイン発行額106,746千円）等を行いました。
【②魅力ある仕事づくりの支援】
＜独立開業資金貸付、創業者支援事業＞
◆新規開業する方へ低利での資金調達や魚津市創業支援事業計画に基づく開業に対する指導をはじめ、「40歳未満」や「女性」、「特定創業支援等事業
の被支援者」に対する加算措置を行いながら助成を行ったことにより、21件（技術サービス業４件、飲食業10件、理美容業１件、その他６件）の創業につ
ながりました。
＜新分野産業育成事業＞
◆ゲームの開発や運営に興味を持つ人材の掘り起こし、人材育成・技術指導等を目的とした取組として「ＵＯＺＵゲームハッカソン」や「UOZUゲーム
フォーラム」、「ＵＯＺＵゲームジャム」等のゲーム開発イベントを８回開催し計298名の参加があり、ゲーム開発希望者の技術力向上につながりました。
◆都市圏ゲーム関連企業を市内へ誘致することを目的とした取り組みとして、都内企業への営業やアニメ・ゲームサミット2023への出展等の企業誘致活
動をオンラインで行いました。
【③企業立地の促進】
＜企業立地事業＞
◆企業立地について令和４年度は県外及び県内から新設で２社（46,246千円）へ支援を行いました。
◆東山企業用地に係る債務負担償還金の返済を行い、令和５年３月で完済になりました。（令和４年度償還額：120,042千円）
＜企業誘致推進事業＞
◆サテライトオフィスの設置に興味のある企業等の情報を得て、誘致に向けた面談等を行うため、アポイントメント業務を実施しました。（アポイント面談
企業獲得20社　うち市内視察０社）
◆富山県と連携協力しながら㈱エスプールグローカルの誘致を行い、令和４年11月24日に立地協定並びに包括連携協定を締結しました。

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【①中小企業の経営基盤の強化】
◆市内企業のニーズ把握は重要な課題であることから、新型コロナウィルス感染症拡大の影響を鑑みながら、商工会議所と連携し訪問を実施する等、
企業や事業者等のニーズを把握するとともに、それに応じた支援施策を引き続き推進します。
◆魚津商工会議所と共同で開催している魚津産業フェア「○○(まるまる)魚津」を開催することで、更なる産業の発展や振興につなげるとともに、市民に
対し本市の産業や企業等の周知を図ります。
◆電子地域通貨MiraPayについては、引き続き他の先進地事例を調査、研究しながら、行政コインの付与やチャージキャンペーン等を実施することによ
り、市内での利用者や取扱店舗を増加させるとともに市内の経済循環の活性化を図ります。
◆駅前を中心として飲食店や商店等の空き店舗が増加傾向を抑制し、まちの賑わい創出等、産業・経済振興に対する諸課題を解決するための組織が
必要であり、商工会議所と連携しながら（仮称)魚津まちづくり会社設立等の検討を行います。

【②魅力ある仕事づくりの支援】
◆「魚津市創業支援事業計画」の枠組みを活用しながら起業を支援していくとともに、創業支援事業者が情報共有や意見交換等を行う「魚津市創業者交
流会」や、各種専門機関から情報交換や今後の方針を検討する「魚津市創業支援事業者連絡会議」を開催し、市全体としての支援環境の充実やＰＲを
推進します。併せて女性や若者が起業しやすいよう制度を整えるとともに、街のにぎわいを維持していくためにも若者が魚津市立地適正化計画に定めた
居住誘導区域内における起業についても推進していきます。
◆魚津市においてゲーム産業が定着するよう、ゲーム開発や運営に携わることのできる人材の育成やゲーム関連の創業支援・企業誘致に引き続き取り
組みます。

【③企業立地の促進】
◆引き続き、市内外の企業に対し各種助成制度について積極的にPRを行うとともに、工場の新設や増設といった問合せが毎年数件程度あることから、
様々な企業ニーズに迅速に対応していくため、県との連携や様々な窓口、企業適地調査のデータ等を活用しながら、企業誘致を促進していきます。
◆首都圏等からのサテライトオフィス等の企業誘致を実現するため、旧村木小学校に整備したトライアルオフィスを活用しながら、引き続きアポイント業
務の実施やサテライトオフィスマッチングイベントに参加する等、サテライトオフィス等の誘致に努め、雇用の確保を目指します。

施 策 № 26 施 策 名 工業・商業の振興

令和4年度の評
価結果（基本事
業の成果を考

慮し記載）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（令和4年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【①中小企業の経営基盤の強化】
◆北陸財務局での北陸管内の経済情勢報告（令和５年４月）では「緩やかに持ち直している」となっていますが、ウクライナ情勢等による不透明感がみら
れる中、原材料価格や物価の上昇等、未だに厳しい状況がみられます。また、人口減少や東京圏一極集中等により、地方における働き手の確保も困難
になってきています。市としては、経済状況等を鑑みながら、引き続き人材の確保や育成、各種経営支援制度等の活用を促進させることにより、今まで
以上に中小企業の経営基盤の強化と安定化を図っていく必要があります。
◆コロナ禍や物価高騰等の影響により、駅前を中心とした飲食店や商店等、空き店舗や事務所は増加傾向にあると言われています。

【②魅力ある仕事づくりの支援】
◆起業促進に向けた取組を継続的に行ってきており、令和４年度は女性や若者に対する加算措置を行ったところ、新規創業者数(年間)は21件と昨年よ
りも13件増加しました。
◆近年は高齢化による事業廃止が増加傾向にあり、事業承継が課題となっています。

【③企業立地の促進】
◆経済の活性化や雇用の創出等には企業立地が有効であり、近隣他市町においては企業立地に向けた取組として新たな企業団地の整備が進められ
ています。本市においては企業用地適地調査等を行い、企業誘致を進めています。併せて、テレワーク等の普及により都市部の企業が地方へサテライ
トオフィスを整備する動きが活発化する中、全国で600以上の自治体でサテライトオフィスの誘致に取り組んでおり、この傾向は今後も加速するものと予
想されることから、市としても積極的に取り組んで行くことが必要です。

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）


